
特定都市河川の指定に関する説明資料
（重要事項説明）
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〇重要事項説明の対象項目
①雨水貯留浸透施設の管理協定の承継効（法第24 条関係）
→地方公共団体と管理協定を締結した雨水貯留浸透施設について、売買等により土地所有者等が
変わる場合でも、管理協定の効力があるものとなっている

②特定都市河川流域内における雨水浸透阻害行為の許可（法第30 条及び第37 条第１項関係）
→指定に伴い即時に対象となる

③雨水貯留浸透施設の機能を阻害するおそれのある行為の許可（法第39 条第１項関係）
→対策工事により設置された雨水貯留浸透施設は、当該機能を阻害するおそれのある行為につい
ては許可を要する

④保全調整池の埋立て等の届出（法第46 条第１項関係）
→機能を損なうおそれのある行為を行おうとする者は、着手する30日前までに届け出なければ
ならない

⑤保全調整池の管理協定の承継効（法第52 条関係）
→地方公共団体と管理協定を締結した保全調整池について、売買等により土地所有者等が変わる
場合でも、管理協定の効力があるものとなっている

⑥貯留機能保全区域内の土地における盛土、塀の設置等の届出（法第55 条第１項関係）
→区域内で貯留機能阻害行為をする者は事前の届出を要する

⑦浸水被害防止区域における特定開発行為及び特定建築行為の制限（法第57 条第１項、第62 条
第１項、第66 条及び第71 条第１項関係）

→以下の行為を行うときは許可を要する
１）制限用途を予定建築物とした開発行為
２）制限用途の建築行為（用途変更及び許可後に変更を含む）
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〇重要事項説明の記載例
※本内容はあくまで記載の一例です。

【指定後の記載例】
1．本物件は、特定都市河川浸水被害対策法第3
条第4項に基づき特定都市河川として指定された
（山ノ井川）に係る特定都市河川流域内に存し
ます。
2．特定都市河川流域内においては、1000㎡以上
（開発全体区域）の宅地等以外の土地を宅地等
にするために行う土地の形質の変更等の雨水浸
透阻害行為、またはその変更を行う場合は、久
留米市長の許可を要します。（法第30 条及び第
37 条第１項関係）
3．許可に伴い設置された雨水貯留浸透施設の機
能を阻害するおそれのある行為等については、
久留米市長の許可を要します。（法第39 条第１
項関係）
4．土地内に地方公共団体と管理協定を締結した
雨水貯留浸透施設が存在する場合、売買等によ
り土地所有者等が変わる場合でも、管理協定の
効力があります。（法第24 条関係）
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【指定前の記載例】
1．本物件は、特定都市河川浸水被害対策法第3
条第4項に基づき特定都市河川として指定が予定
されている（山ノ井川）に係る特定都市河川流
域内に存します。
2．指定がされると、 1000㎡以上（開発全体区
域）の宅地等以外の土地を宅地等にするために
行う土地の形質の変更等の雨水浸透阻害行為、
またはその変更を行う場合は、久留米市長の許
可を要します。（法第30 条及び第37 条第１項関
係）


